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報告書について

陸上・大気・河川・排水路などで見られる化学
物質汚染は、過去数十年で悪化の一途を辿って
いる。これまでも度々対策が講じられてきたが、
その深刻さが明らかとなったのはつい最近のこ
とだ。栄養素・重金属・残留性有機汚染物質

［Persistent Organic Pollutants ＝ POPs］・
排水などに含まれる化学物質は、様々な形で環
境へ流出し、土壌・帯水層・食物連鎖、あるい
は南極・高地・低地をはじめとする極地帯など、
地球上のありとあらゆる場所で検出されている。
近年は自然環境・人体への害を示す多くのエビ
デンスが明らかとなっており、この問題が気候
変動・生物多様性の損失と並ぶ（あるいは両者
との相互作用により）深刻な脅威になるという
認識が広まりつつあるのだ。

化学汚染の構造的問題が取り上げられる際
には、人の生活と密接に関わる陸上環境に焦点
が当たることが多い。海洋環境における化学
汚染の規模や潜在的影響 –– またその喫緊性 ––
も同様に深刻だが、未だ十分に認識されていな
いのが現状だ。同報告書は、海洋化学汚染に対
する認知度を高め、海洋環境における化学物
質汚染の防止・緩和・減少に向けた取り組みを
促進すべく作成された。主な目的は、海洋環境
の “汚染ゼロ” 実現というよりも、（『Back to 
Blue』の掲げる理念に沿って）現実的かつ踏み
込んだ目標・方策を提示することにある。

『Back to Blue』発足の契機となったエコノ
ミスト・インパクトのグローバル・アンケー
ト調査（2021 年実施）では、海洋環境問題の
二大関心事にプラスチック汚染と化学物質汚
染が挙げられた（３番目に回答が多かったのは
気候変動）。報告書『海に忍び寄る新たな危機 
ー 有害化学物質による海洋汚染と克服に向けた
ビジョン・方策』が明らかにする通り、これら
三つの問題は、複雑に、深く絡み合っている。

地表面積の 70％、居住可能空間の 99％を
占める 1 海洋環境は、あらゆる生命体にとって
極めて重要な存在だ。しかし化学物質汚染の
規模や、海洋環境（海洋生物・生物多様性・生
態系機能など）への影響については、十分な
科学的検証が行われていない。同報告書では、
現時点で明らかな影響、そしてさらなる研究が
急務となる領域を明らかにしてゆく。

この問題への対応が急務である大きな理由は、
一刻も早く行動を起こさなければ、極めて大き
な脅威となることだ。そのため同報告書では、
汚染軽減に向けた具体的な方策を、ステークホ
ルダーごとに提起している。こうした取り組み
はあくまでも出発点に過ぎない。同報告書の
発表後、『Back to Blue』は問題克服に向けた
ロードマップを打ち出すことを次の目標として
いる。
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海洋環境の重要性
同報告書の対象となるのは、深海・沿岸・湾岸・
河口部など、水圏の中でも海水の存在する “海
水域” で、サンゴ礁・藻場・マングローブ林・
干潟・堆積層・水柱といった多様な生態系が見
られる場所だ。河川・水路・地下水を含む淡水
域も、海・沿岸地域への汚染経路として取り
上げるが、基本的には調査の対象外であること
に留意いただきたい。

海水域は地球上の生命体にとって不可欠な
存在だが、その重要性は著しく過小評価され
ている。数十億単位の人々に食料源を供給する
だけでなく、大気中の酸素の半分以上を生成し、
炭素吸収源として地球温暖化のブレーキ役も
担う。また漁業・海運・観光・娯楽・資源開発
など、経済的にも重要な役割を果たしている。
化学汚染によって、数十兆ドル規模の市場が失
われる可能性を考えても、極めて深刻な事態と
言わざるを得ない。

これまで人類は、有害物質・廃棄物を無尽蔵
に吸収・分解可能な存在として海を扱ってきた。
しかしこうした考え方は誤りだ。研究は途上に
あるが、化学物質が海洋環境にもたらす害につ
いては既に明らかな点も多い。ホッキョクグマ・
プランクトン・海中植物・タツノオトシゴなど
の海洋生物相からより広範な生態系まで、深刻
な影響を及ぼしていることは動かざる事実だ。
また化学物質の生産拡大に伴い、汚染が悪化し
つつあることにも異論の余地はない。問題克服
に向けた早急な取り組みが求められているのは
そのためだ。

人類の活動が気候変動の大きな原因である
ことは、これまでの科学研究からも明らかだが、
海洋化学汚染も同様に人為的問題であり、これ
ら二つの問題には密接な相関関係がある。化学
物質が気候変動のもたらす負の影響を増幅する
一方、気候変動（海水温上昇・大気中の CO2
濃度上昇に伴う海水の酸性化・塩分濃度上昇
など）も化学物質の有害性を悪化させることが
知られている。こうした負の循環に歯止めをか
けるためには、二つの問題へ同時に対処する
必要があるのだ。

海洋環境の生物多様性（つまり “多様な生
態系とそれによって生じる自然界の摂理” 2）
は、気候変動や汚染、水産資源の乱獲などに
よって急速に損なわれつつある。この問題を
放置すれば、海洋生態系の破壊はさらに深刻化
するだろう。生物種の減少は、陸上・海洋環境
に共通する問題だ。しかし後者には未知の部分
も多く、被害の実態把握が難しいという点で
大きく異なる 3。

生物多様性、そしてそれを支える複雑な生物
の相互作用に及ぶ害は、海洋生態系の機能・回
復力にも影響を与えている。同分野の研究は依
然として黎明期にあり、海水温度の上昇や酸性
化、化学物質汚染、海洋産物の乱獲などを含む
産業開発がもたらす悪影響も十分に解明されて
いないのが実状だ。しかし海洋環境における
化学物質汚染の悪化が、人類の生活、そして気
候・炭素の循環など地球上の生態系機能の損失

（あるいは破壊）につながることは間違いない。

海洋環境と化学物質汚染
海洋環境汚染に対する関心は近年高まっている
が、その焦点となっているのはプラスチック
汚染の問題だ。今回取材を行った専門家の多
くが指摘する通り、この問題は目に見えやすく、
感情に響きやすい。鼻にストローが刺さった
ウミガメや、死んだクジラ・海鳥の胃から取り

“この問題への対応が急務である大きな理由は、
一刻も早く行動を起こさなければ、極めて大きな
脅威となることだ ”
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出される大量のプラスチックごみの映像が強い
印象を与えることを考えれば、注目が集まるの
は当然と言える。

化学物質汚染とも深く関わるプラスチック
汚染は、複雑かつ重大な脅威だ。しかし次のよ
うな理由から、化学物質汚染はそれ以上に深刻
な問題と言える：

	○ 化学物質汚染は物理的に目に見えづらい
ため、（ウミガメの映像のような）視覚的
イメージを認知度向上に活用することが難
しい。こうした特徴が、汚染の実態解明と
危機意識の醸成を妨げている。

	○ 合成化学物質の生産・開発は急速に拡大
しており、今後数年から数十年間でさらに
加速する可能性が高い。その重要な背景と
なっているのは、環境配慮や持続可能性
のある社会への移行、つまり “グリーン・
ト ラ ン ジ シ ョ ン ”［green transition］ の
推進だ。

	○ 化学物質の生産拠点は、規制・施行体制が
発展途上にある中・低所得国へとシフトし
つつある。対策が一定の効果を上げている
高所得国も、開発・イノベーションの加速
とそれに伴う汚染リスクに直面し、さら
なる対応を迫られている。

	○ 多くの科学者は、汚染の影響評価に向けた
さらなる研究の必要性を訴えている。数万
種に上る化学物質の多くで、人体・環境へ
の影響がほとんど解明されていない現状を
考えれば、科学者の懸念は驚きに値しない。

	○ 海洋化学汚染は先進国にとっても脅威だが、
その影響は発展途上国で特に顕著になり
つつある。こうした国々は化学物質の主要
消費地ではなく、市民・生態系に対する
影響が注目されにくい。

同報告書が明らかにする通り、この問題に
対する危機意識は依然として低い。世界は今、
事態の打開に向けた早急な取り組みを求められ
ているのだ。

主要な化学物質と汚染源

最近発表された研究によると、世界には少な
くとも 35 万種の合成化学物質が存在し、毎年
数千種が新たに開発されている。そしてその
多くについては、人体・環境への影響がほと
んど解明されていない 4。毒性の高さから使用
が禁止された場合も、代替品から有害物質
が 検 出 さ れ る（“ 残 念 な 代 替 ”［regrettable 
substitution］と呼ばれる）ことも少なくない。

使用禁止・制限・代替措置の対象となっ
た 化 学 物 質 は、 過 去 数 年 で 数 百 種 に 上 る。
特に有害性が高いのは、残留性有機汚染物質

［Persistent Organic Pollutants ＝ POPs］ と
呼ばれる物質で、長距離を移動し環境・生物相
に深刻な脅威をもたらす恐れがある。これまで
に数百種の化学物質が POPs に認定されている
が、一部の研究者は対象とすべき化学物質が
さらに数千種あると考えている。

世界には膨大な数の化学物質が存在しており、
同報告書の中で有害性の高いものを全て網羅
することは難しい。今回組織された専門家パネ
ルの助言により、危険性が危惧される化学物質
は、以下三つへの影響・関与の高さを軸に分類
されている：

	○ 自然環境（特に海洋環境）

	○ 人体の健康

	○ 経済（経済的影響の数値化は、『Back to 
Blue』イニシアティブが掲げる長期的目標
の一つ）
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有害性が特に高い POPs は、主要汚染源の一
つであり、同報告書でも大きく取り上げている。
他にも重金属・栄養素・農薬・プラスチック・
医薬品・放射性物質・石油製品・家庭用化学製品、
そして擬似残留性化学物質［pseudo-persistent 
chemicals］なども深刻な汚染源だ。しかしこ
れら化学物質の大半は、現在のところ使用禁止・
制限の対象となっていない。

同報告書では現時点の影響評価を元に対象
を選別しているが、有害化学物質の数は今後
さらに増えるはずだ。また今後の研究によって、
海洋化学汚染の影響がより広範かつ深刻である
ことが判明する可能性もある。

海洋環境における化学物質汚染の現状を評価
するためには、特に二つの観点から分析を行う
必要がある：

	○ 有害化学物質は海洋環境にどのような影響
を及ぼしているのか ?

	○ どのような経路をたどって海洋環境へ流出
しているのか ?

一つ目について正確な答えを導き出すため
には、さらなる研究が必要だ。個々の化学物質、
あるいは化学物質の混合物がもたらす自然環
境への影響については、特にそうだと言える。
二つ目の点を明らかにするためには、まず化学
物質のバリューチェーンに関わる様々なステー
クホルダーを特定しなければならない。例え
ば、化学セクター（これまで汚染コストの多く
を外部化してきた）や、その顧客となる企業（工
業製品の 95％以上が化学物質を使用）、投資家、
規制当局・政府関係者（浚渫・防衛など汚染源
となる公共事業者も含む）、廃品・リサイクル
業者、市民社会などはそれにあたるだろう。

消費者もステークホルダーとして重要な存在
だ。海洋汚染の原因となる化学物質には、殺虫

剤・肥料・プラスチックといった消費者向け
製品（“新たに懸念される化学物質”［chemicals 
of emerging concern］と呼ばれることもある）
も含まれているからだ。また過去数十年を通
じた沿岸部都市の増加・拡張、世界的な人口・
所得増加などを背景に、医薬品・パーソナル
ケア製品による汚染も急速に悪化している。

こうした現状を踏まえ、同報告書では原料と
なる原油や鉱物、金属の採掘・処理など、製造
前の段階も視野に入れながら、化学製品のバ
リューチェーンに関する分析を行っている。例
えば、原料採掘と製造の両方を手がける大手
石 油・ ガ ス 会 社（ 例：Exxon Mobil・Shell・
BP）は、大きな責任を担うべき存在だ。また
化学セクターによる説明責任の問題も、重要な
テーマとなるだろう。長期的成長が見込まれ
る同業界は、海洋汚染に深く関与しながらも、
厳格な規制の対象となっていない。

都市ごみや電子廃棄物、未処理排水など、
製品ライフサイクルの出口にあたる処分・廃棄

［end of life］段階も海洋汚染の大きな原因と
なっている。例えばプラスチック製品は、製造
段階で様々な化学物質が使われるだけでなく、
分解によってマイクロプラスチック・ナノプラ
スチックを生成。海水中の化学物質を吸収し、
長距離を移動することで汚染を悪化させている。

規制当局は、（少なくとも理論的には）原料
の採掘・抽出から廃棄までのライフサイクル
全体を監視すべき存在だ。厳格な規制の施行・
徹底、他地域・国との連携、事業移転などを
通じた企業による “規制逃れ” の防止といった
取り組みは、汚染対策を進める上で極めて
重要な意味を持つ。欧州委員会［European 
Commission］の調査によると、規制の施行
は人体・環境にもたらす影響の軽減や、水質レ
ベルの改善など様々な効果をもたらしている
という。
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規制を効果的に活用すれば、生産者による
共通基準の遵守、あるいは廃棄処分や海洋環境
への影響を視野に入れた製品設計を促すことも
可能だろう。

“何もしない” ことのリスク

海洋環境の化学物質汚染は、ほとんどが人為
的なものであり、過去 100 年に発生したもの
だ。そして化学物質の生産・イノベーションは、
今後数年から数十年にかけて加速する見込み
で、規制環境が発展途上にある国々がその中心
となる可能性が高い。対策が講じられなければ、
海洋化学汚染は更に大幅に悪化する可能性が
高い。

現在そして将来的な汚染の範囲・規模・影響と、
それに伴う損失の評価は、科学者・環境活動家
にとって喫緊の課題だ。脅威の実態が明らかに
なれば、対策の実効性も高まるだろう。“何も
しない” という選択肢も存在するが、現実的に
は何らかの対策が講じられる可能性の方が高い。
過去数年で、問題に対する危機感がさらに深
まっているからだ。例えば国連環境計画［UNEP］
は、化学物質・プラスチック・廃棄物による汚
染を、気候変動・生物の多様性損失と相関関係
にある三大人為的危機の一つに認定した。ま
た国際連合［国連］は、汚染問題を海洋環境
の持続可能性が「深刻な脅威に晒される」重
大な背景と考えており、『持続可能な開発目標』

［SDGs］達成の鍵を握る要因と位置づけてい
る。科学誌 New Scientist も 2021 年中旬に発
表された記事に、“化学物質汚染が地球の三大危

機である理由” という見出しを掲げ、危機感を
あらわにした 5。一方、Stockholm Resilience 
Centre は過去十年間、この問題を地球上で人
間が安全に生存できる限界 “プラネタリー・バ
ウンダリー”［planetary boundary］の一つと
見なしている。

だが危機意識を高める言葉も、具体的行動に
つながらなければ意味がない。汚染の実態には
依然として不明な点も多く、さらなる研究の推
進と資金確保が欠かせないだろう。ただし問題
の全容解明をただ待つ時間は残されていない。
数万種に上る化学物質の検証には数十年という
時間が必要だが、その間にも着実に悪化する汚染
を傍観している余裕はないからだ。世界で近年
広まりつつある “予防原則 *”［precautionary 
principle］という考え方に基づき、一刻も早く
対策を講じることが求められている。

対策を進める上で特に大きな責任を負うのは、
化学セクターやその顧客となる企業だ。気候
変動と同様、汚染の影響を前提とした企業活動
は取り組みの第一歩となるだろう。

世界が何もしなければ、海洋化学汚染のさら
なる悪化は避けられない。化学製品の生産
拡大が大きな要因であるのは確かだが、規制
と そ の 実 行 体 制 や 製 品 設 計 の 問 題、 家 庭・
工業排水処理体制・廃棄物管理体制の不備など、
対応すべき課題はその他にも数多くある。

今回取材を行った専門家が特に大きな課題と
考えているのは、“海は廃棄物・有害物質を無尽
蔵に吸収・分解できる” という人々の固定観念だ。
そして同報告書が明らかにするとおり、これは
全くの誤解なのだ。

“厳格な規制の施行・徹底、他地域・国との連携、事業移転
などを通じた企業による “規制逃れ” の防止といった取り
組みは、汚染対策を進める上で極めて重要な意味を持つ ”

*  予防原則：重大かつ不可逆的な影響を及ぼす仮説上の恐れがある場合、科学的因果関係が十分証明されなくても規制措置を可能
にするという考え方
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世界的問題と実態解明の必要性
海洋における化学物質汚染は、国境や生産地
からの距離に関わらず、あらゆる地域と人々に
影響を及ぼす問題だ。それを証拠に太平洋島嶼
部やフェロー諸島、北極圏の住民 –– 特に海産
物を食料源とする貧困国の女性・子供 –– から
も、有害物質が検出されている。つまりこれは、
世界全体の脅威として捉えるべき問題だ。

しかしその経済的コストは一部の高所得国を
対象とした検証であり、海洋環境に生活や命が
かかっている数十億の人々への影響はほとんど
分かっていない。海洋生態系や人体、地域経済
に最も有害な化学物質に焦点を当てた調査・
資金支援が、喫緊の課題となっているのはその
ためだ。

また個々の化学物質だけでなく、複数の化学
物質による相互作用が海洋環境にもたらす影響
についても、さらなる調査が求められる。分析
の際には、気温・酸性度・塩分濃度といった
変動要因を考慮に入れる必要があるだろう。

既存の研究は先進国を対象とすることが多い
ため、少なからずバイアスが見られる。同報告
書ではこうした現状を念頭に置き、新興国を
対象とした研究も可能な限り活用した。研究
活動の偏りは、今後解消すべき大きな課題の
一つと言えるだろう。

既存の研究にまつわるもう一つの課題は、
より幅広いコミュニティとの知見共有だ。国連
環境計画が指摘するように、研究者と政策立案
者間のコミュニケーションについても改善を図
る必要がある。何もしないことのデメリット
と、対策を講じることのメリットを明確化する
ことが変化を促す有効な手段となるだろう。同

報告書で取り上げた米国メキシコ湾沿岸部の化
学物質汚染では、低酸素海域［デッドゾーン］
の拡大に伴う漁業への推定被害額が年間約８億
3800 万ドル（約 960 億円）に上っている。一方、
適切な対策を講じた場合は、生物多様性の回復
につながるだけでなく、漁業収入が１億 1700
万ドル（約 134 億円）以上増加する見込みだ。

企業
主要汚染源となっている化学セクターは、問題
克服に大きな責任を担うだけでなく、取り組み
の成功を左右する存在だ。仮に対応を怠れば、
業界そのものが存亡の危機に立たされるだろ
う。その理由の一つは、化石原料に大きく依存
する同セクターが、脱炭素化を求める政府・
金融機関のさらなる圧力に直面することだ。
もう一つの理由は、化学物質汚染が環境・人体
に及ぼす影響の解明が進み、気候変動の問題で
も重要な役割を果たした消費者・投資家の声が
高まることだ。

現状維持に甘んじる企業は、グリーンケミス
トリー分野で見られる革新的企業の台頭によっ
て、特に大きな圧力にさらされる可能性が高い。
革新的企業は、業界の持続可能な変革にも重要
な役割を果たすだろう。化学物質使用の適正化、
規制の厳格化を求める消費者・市民の声の
高まりを背景とした顧客企業の取り組み加速も、
こうした流れを後押しするはずだ。

プラスチック汚染対策と同様、化学セクター
では循環利用の推進に向けた機運が高まって
いるが、意外にも企業の対応は限定的で、業界
レベルの連携はほとんど見られない。改革を
加速させるためには、文化・構造レベルで企業
のあり方を変える必要がある。
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おわりに

海洋環境の化学物質汚染は可視化が難しい
問題だ。しかし現在、この課題は徐々に解消
されつつある。問題の規模・深刻度、そして
事態のさらなる悪化が海洋環境にもたらす
リスクについては、科学的エビデンスの蓄積が
進んでいる。気候・天候の調整や、酸素の生成、
炭素の吸収、数十億の人口に対する食料源の
供給など、海洋環境が果たす重要な役割を考え
れば、現状容認という選択肢は存在しない。

あらゆるステークホルダーの関与を実現し、
具 体 的 行 動 に つ な げ る た め に は、 複 雑 な
課題への対応を迫られる。問題克服は決して不
可能でない。同報告書（そして『Back to Blue』
イニシアティブ）を通じ、問題の背景や実態、
現時点で明らかな影響、克服に向けたソリュー
ションなど、この地球規模の課題に対する
認知度が向上し、様々なステークホルダー
の取り組みが推進されることを願っている。 



© Economist Impact 2022

8海洋化学汚染と企業が果たすべき役割：『海に忍び寄る新たな危機』第７章

海洋化学汚染の克服と
金融セクターが果たすべき役割
主要な論点

	○ 投資家は海洋化学汚染の深刻さを十分認識
していない。認知度向上に向けた情報公開
の推進が不可欠だ
海洋化学汚染に対する金融セクターの認識
は、2000 年代中期の気候変動と同様の
低いレベルにあり、対策の大きな阻害要
因となっている。サステナビリティ投資
の需要は拡大しつつあるが、汚染の状況
や金融セクターが果たすべき役割、規制
の効果などに関する情報は不足している。
金融セクターによる取り組みの第一歩とな
るのは、海洋汚染ゼロの実現に伴い化学セ
クターが直面する重大リスク、そして先行
者利益に関する情報共有の推進だ。

	○ サステナビリティ向上に向けた圧力の高
まりは、汚染ゼロ実現の推進役となる。
しかし化学セクターに生じつつある業界
構造の変化は不確定要因だ
化学セクターの環境負荷軽減を求める投
資家の圧力は高まりつつある。規制強化
や ESG 投資の拡大により、この流れは
今後さらに加速する見込みだ。これまで
サステナビリティの中心テーマとなって
きた脱炭素化・プラスチック汚染の問題
では、化学セクターの消極姿勢が目立つ。
しかし『Task Force for Nature-related 
Financial Disclosures』［自然関連財務
情報開示タスクフォース＝ TNFD］などの
タクソノミー規則 * は、海洋環境への影響
評価・情報公開のあり方を大きく変える可
能性が高い。現在のところ、化学セクター

本章ではESG投資の普及、そしてESG投資における海洋環境問題の重要性の高まりを背景として、
金融セクターが海洋化学汚染の克服に果たす役割、そして金融機関・顧客企業が取るべき方策について
検証する。特に中心的なテーマとなるのは、効果的な意思決定に向けた情報・データ拡大の必要性、
海洋汚染ゼロの実現に向けた移行が化学セクターにもたらすリスク・メリット、資金調達の選択肢などだ。

7.1 主要な論点

* タクソノミー規則：地球環境にとって企業の経済活動が持続可能であるかを判断する仕組み
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で ESG・サステナビリティ報告を積極的
に推進する企業は限られているが、投資家
の要求に応える化学メーカー・ユーザー
企業も現れている。ただし収益全体に占め
る上場企業（投資家・消費者の声が比較的
反映されやすい）の割合が減少傾向にある
など、業界構造の変化は不確定要因だ。

	○ 移行に伴うリスク・潜在的メリットの明確
化は投資家にとって極めて重要だ
資金へのアクセス低下、訴訟・評判リスク、
川下市場の環境悪化など、カーボン・ネッ
トゼロと汚染ゼロへの移行に伴うリスクに
は共通点が多い（ただし求められる対策は
異なる）。海洋汚染ゼロ実現の道筋には依
然として不明な点も多いが、イノベーショ
ン・先進的取り組みを通じた低炭素経済へ
の移行がもたらす機会・メリットは（大規
模投資が行われた場合は特に）明らかだ。

	○ 海洋化学汚染対策を通じた投資メリットの
実現は不可欠だ
化学セクターによる低汚染産業への移行に
は、取り組みの価値を “真の意味で理解する”
金融機関、そして厳格な評価的枠組みを組
み込んだ投資ガイドラインが欠かせない。
サステナビリティ・ボンド、ブレンド・ファ
イナンス、インパクト投資などによる資金
の流れ、プライベート・エクイティの関与
拡大と M&A を通じたイノベーションも
重要な役割を果たすだろう。ただし業績改
善の圧力に直面する化学セクターが、大規
模かつ長期的な投資を伴う変革を推進する

ためには、既存チャネルを通じた資金への
アクセスも欠かせない。同セクターの移行
による投資メリットの実現は、その意味で
も大きな課題だ。

	○ 海洋化学汚染の克服に向け、金融セクター
には下記六つの方策が求められる :

1.	 ESGガイドラインの強化と規制基準の
明確化：特に TNFD など、自然関連の
枠組みについて

2.	 情報の質向上・公開加速：特に企業が
海洋化学汚染に及ぼす影響について

3.	 投資家が直面するリスクの明確化：気候
関連リスク分野におけるこれまでの取り
組みは、重要な参考事例となるはずだ

4.	 金融セクター・投資家の連携：トラン
ジション・ファイナンスの機会特定と、
大規模案件への資金需要に関する需給
ギャップの解消

5.	 プライベート・エクイティの関与拡大
とM&A活動の加速：グリーンケミス
トリー分野のスタートアップによるイノ
ベーションの推進には不可欠だ

前章で取り上げた通り、環境負荷の低い
製品・製造プロセスへの移行に伴う莫大な費用
は、海洋化学汚染対策の最も大きな阻害要因だ。
環境規制の厳格化とサステナブル製品に対する
消費者ニーズの高まりは移行の流れを加速させ
る可能性が高く、十分なイノベーション力を持
たない企業は特に大きな困難に直面するだろう。
こうした環境の下、化学セクターの将来を左右
する持続可能性向上に重要な役割を果たすのが
金融セクターだ。

“  化学セクターの移行を通じた投資メリットの
実現は、海洋化学汚染対策の大きな課題だ ”
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投資家は環境・社会的インパクトへの関心を
近年高めており、新たな規制要件や気候変動、
ESG 要因がもたらす長期的リスクが投資決定に
大きな影響を及ぼしている。現在のトレンドが
今後も継続すれば、ESG 投資は 2025 年までに
運用資産残高全体の約３分の１（53 兆ドル［約
6900 兆円］）を占める見込みだ 1。この投資拡
大によって、海洋化学汚染の解消に向けた取り
組みが加速する可能性は高い。

既存の投資アプローチと同様、ESG 投資で
はリスク・機会のバランスが重要な意味を持
つ。投資家は（海洋化学汚染を含む）汚染の進
行に伴う化学セクターの金融・規制・法制・評
判リスクを理解した上で、出資の実現可能性を
判断する必要がある。大規模投資を通じて低汚
染企業への移行を進める先進企業は、その意味
でも魅力の高い投資対象だろう。海洋汚染ゼロ
の実現に向けた金融セクターの支援を促すため
には、こうした側面が極めて重要となる。

ただし ESG 投資によってあらゆる問題を解消
できるわけではない。現在のところ投資は大手
上場企業に集中しており、資本市場への依存度
が低く、比較的規制対象となりにくい中小企業・
非上場企業・国営企業への影響は限られている
ためだ。また一部のプライベート・エクイティ
が大手投資機関と同様の高い意識を持つ一方で、
全く考慮に入れていないケースも見られるなど、
ESG 投資に対する関心は必ずしも高くない 2。
しかし化学セクターによる汚染ゼロ産業への
移行に、金融機関が不可欠な存在であることは
確かだ。

7.2 ネットゼロから汚染ゼロへ：既存アプロー
チの成果と課題

グリーン基準の進化

海洋化学汚染の克服に金融セクターが重要とな
る理由の一つは、規制面での影響力だ。多くの

国・地域では、金融規制当局・証券取引所が、
企業・投資家を対象とした ESG 情報開示の義
務化を進めている。その内容は国・地域によっ
て異なるが、以下三つの点は共通している：

1.	企業・投資家は、“重大な金融リスク” と
なる恐れのある環境・社会・ガバナンス上
の問題について情報開示を義務づけられ
ている。

2.	企業・投資家は、規制当局・取引所の求め
に応じ、特定の問題が ESG に及ぼす影響
に関する情報を開示する必要がある。例
えば海洋汚染にまつわる環境法に抵触し
た疑いがある場合、化学企業は関連情報の
開示を義務付けられている。また投資家
も、ポートフォリオに含まれる企業に法令
違反の恐れがある場合は報告義務を課さ
れている。

3.	企業・投資家に ESG 関連規則の報告・
遵守を義務づける国・地域は増えつつ
ある。上述の例であれば、企業は環境法
に抵触する行為の有無を報告するだけで
なく、将来的な違反行為の防止・根絶に向
けた信憑性の高い計画を示す必要がある。
株主である投資家にも、改善措置の策定・
実行支援や該当企業の株式売却が求めら
れる。

環境・社会的インパクトに対する企業・投
資家のアプローチを変える上で、特に重要な
役割を果たしているのが、EU によるタクソノ
ミー規則と『Sustainable Finance Disclosure 
Regulation』［金融機関に対するサステナビリ
ティ情報開示規則 ＝ SFDR］だ。

これらの規則は、二つの理由から世界的な
重要性を持つ。一つ目は、両者が EU 域内で
製品を流通させる、あるいはその株式を保有
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する域外の企業・ファンドにも適用される
こと 3。そして二つ目は、EU による規制が事
実上のグローバル・スタンダードとなってい
る こ と だ 4。 例 え ば、2021 年 11 月 に EU・
中 国 が 発 表 し た 報 告 書『Common Ground 
Taxonomy』［コモン・グラウンド・タクソノ
ミー］は、気候変動対策の情報開示規則に関す
る両者の共通点・相違点を特定 5。英国も EU
の法規制をベースに自国の体制整備を進める
意向だ 6。

また企業による顧客データの取扱いを定め
た『General Data Protection Regulation』

［一般データ保護規則 ＝ GDPR］で見られる

ように、多国籍企業は EU の法規制をその他の
地域でも自主適用することが多い。世界の将来
的な規制動向に先鞭をつける存在と見なされて
いるからだ。

EU タクソノミー規則・SFDR が導入された
のは過去数年のことだが、既に大きな影響をも
たらしている。国連グローバル・コンパクト
の『Business Action Platform for Ocean』

［海洋ビジネス・アクション・プラットフォー
ム］統括責任者 Erik Giercksky 氏は、「EU タ
クソノミー規則によって、サステナビリティと
いう概念がビジネス界の主流になった」と指摘
する。これまでサステナビリティ部門が担う
ことが多かった ESG 活動を、CFO［最高財務
責任者］が統括することも増えているという。
これまで広報活動の一環と見なされてきた企業
の環境パフォーマンスは、コンプライアンス・
投資家向け広報活動に不可欠な要因となって
いるからだ。

“  国連グローバル・コンパクトの『海洋ビジネス・アクショ
ン・プラットフォーム』統括責任者 Erik Giercksky 氏
は、「EU タクソノミー規則によって、サステナビリティ
という概念がビジネス界の主流になった」と指摘する ”

ベンチマークとして活用する国

	○ メキシコ

	○ 英国

	○ ジョージア

	○ 南アフリカ

	○ バングラデシュ

基本理念として活用する国

	○ チリ

	○ カナダ

	○ マレーシア

	○ シンガポール

EU タクソノミー規則の影響

資料： Natixis Corporate and Investment Banking7
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ESG 原則を踏まえたコンプライアンス体制が
義務化されただけでない。大手企業の多くは、投
資家のニーズに応え、さらなる投資を誘致する
ために ESG パフォーマンスを自主公表している。

化学セクターにも ESG パフォーマンスの報告
枠組みが複数存在しており、その多くは何らか
の形で汚染問題をカバーしている。下記はその
一例だ：

	○ 気候関連財務情報開示タスクフォース
［Task Force on Climate-related Financial 
Disclosures ＝ TCFD］：気候変動に伴う
財務リスクを企業が公表するための枠組み。
現在は義務化されていないが、一部の金融
規制当局は既に導入を開始。大企業を対象
に義務化する動きもある（ニュージーラン
ドの金融セクターでは既に義務化されてい
る）8。また TCFD は複数の化学メーカー
と協力し、枠組みの導入推進に向けた詳細
にわたる提言を取りまとめている 9。

	○ グローバル・レポーティング・イニシアティ
ブ［Global Reporting Initiative ＝ GRI］：
企業の環境・社会的インパクトに関する評
価・報告のガイドラインを提供する規格標
準化団体。化学セクターを含む 40 セクター
を対象として、各業界に特化した規格開発
を進めている 10。

	○ 国 際 サ ス テ ナ ビ リ テ ィ 基 準 審 議 会
［International Sustainability Standards 
Board, ＝ ISSB］：ESG 報告枠組みの一元
化を 目 的 と し、COP26（2021 年 11 月

開催）で設立が発表された組織 11。同審議
会に統合された組織の一つ、Sustainable 
Accounting Standards Board［サステナ
ビリティ会計基準審議会］は、化学セクター
を含む 77 セクターを対象に業界単位の規
格を設けている 12。

	○ 国連グローバル・コンパクト：SDGs に沿っ
た環境・社会分野の 10 原則で構成される
自発的取り組みで、企業トップのコミット
メントを通じた持続可能な社会の実現を目
指している 13。

しかし、これらを含む数多くの枠組みが重複・
乱立する現状は、投資家にとって必ずしも望
ましい状況ではない。企業の ESG パフォーマ
ンスを正確に比較することが難しくなるからだ。
S&P Global・MSCI・Sustainalytics な ど の
営利企業も独自の基準に基づく枠組みを設けて
おり、同じ企業に対しても異なった評価を下し
ている。

また化学セクターでは、詳細にわたる ESG・
サステナビリティ報告を実施する企業が依然と
して限られている。世界規模で資金調達を行う
大手上場企業は、こうした取り組みを活発に
進めている。しかし化学メーカーの大部分を
占める中小企業・非上場企業・国営企業の多く
は、ESG 関連情報の開示に消極的だ。ただし、
ESG 報告の将来的推進に向けた道筋と参考事例
が既に存在するという点は前向きな材料だろう。
下記は取り組みの一例だ：

	○ Indorama Ventures［タイ］は、上述の
GRI を活用した詳細にわたるサステナビリ
ティ報告を公表している。プロダクト・ス
チュワードシップ（製品の有害性に関する
情報）、サプライチェーン管理、コンプライ

“  化学セクターでは、詳細にわたる ESG・サステナビリティ
報告を実施する企業が依然として限られている ”
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アンス管理、プラスチック廃棄物・リサイ
クルなど、財務面で重大な影響を及ぼす 13
の ESG 関連テーマを特定。サステナビリ
ティ戦略の柱とすることを目指し、包括的
なステークホルダー分析を行っている 14。

	○ オランダの複合企業 DSM は、ESG と財務
情報の両方をカバーする年次報告書を作成。
環境関連のパフォーマンスを公表し、最新
報告書（2020 年度版）では自然、生物

多様性、プロダクト・スチュワードシップ
などのテーマも取り上げている 15。

	○ 米 国 の 塗 料・ コ ー テ ィ ン グ 剤 メ ー カ ー
Sherwin Williams は、サステナビリティ
に関する包括的な年次報告書を公表。関連
組織である Global Product Stewardship
は、環境トレンドや規制動向を分析し、
業界団体との連携を通じた製品改良の研究
を積極的に進めている 16。

DSMによるマトリクス評価：
社会的に関心の高い自然・生物多様性は、ビジネスに中程度あるいは重大な影響を及ぼす見込み

資料： DSM, Integrated Report (2020年)

マテリアリティ［最重要課題］マトリクス 2020 年
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ESG と海洋汚染の重要性の高まり
現在のところ、ESG 活動の一環として環境面で
主に求められるのは温室効果ガスの削減だ。多
くの企業がカーボン・ネットゼロを目標として
掲げる理由もそこにある。しかし国連環境計画 
世界自然保全モニタリングセンター［World 
Conservation Monitoring Centre ＝ UNEP-
WCMC］のビジネス・生物多様性部門統括責任
者 Matt Jones 氏によると、投資家の間では
経済活動が自然環境にもたらす幅広い影響への
関心が高まっているという。気候変動の問題が
主要テーマであることは変わらないが、他の
環境リスクも考慮に入れた “ネイチャー・ポジ
ティブ” 投資が広まりつつあるのだ。

この流れは、海洋汚染ゼロ実現に向けた取り
組みにも大きな影響を与える可能性が高い。例
えば、これまで気候変動の影響を重視してきた
EU タクソノミー規則は、2022 年に次の項目
に関する規定を公表する予定だ：

	○ 水・海洋資源の持続可能な利用と保護

	○ 循環型経済・廃棄物削減・リサイクルの加速

	○ 汚染の防止・管理

	○ 生物多様性・生態系の保護 17

こうした新たな規定は、企業が海洋環境へも
たらす影響の分析・情報開示、そして投資家に
よるポートフォリオの環境パフォーマンス評価
のあり方を大きく変える可能性が高い。

2023 年に運用開始が予定される TNFD も、
同様の取り組みを進めている。同タスクフォー

スのタクソノミー規則は、生物多様性や気候
変動以外の要因（汚染を含む）が生態系へもた
らす影響を対象に含め、関連組織である気候
関連財務情報開示タスクフォース［TCFD］と
同様に下記のような項目にも対応する予定だ：

	○ 生物多様性の損失や生態系破壊、自然災害
など、自然関連の物理的リスク・機会

	○ 政策・法規制・テクノロジー・市場の変化
など、自然関連の移行リスク

	○ 自然関連のシステミック・リスク（この点
は投資家・企業よりも政府・規制当局に
とって懸念事項となる可能性が高い）

	○ 訴訟・責任リスク 18

これら二つの取り組みによって、気候変動
以外の幅広い環境要因を真剣に考慮する投資家
は増加するだろう。ChemSec エグゼクティブ・
ディレクターの Anne-Sofie Bäckar 氏によると、

「気候変動以外にも、水資源や化学物質の問題へ
関心を持つ投資家は増えつつある」という。

ブルーファイナンス分野のイノベーション

サステナビリティ投資に対しては、金融セク
ターの中でも様々な見方があり、認識・積極性・
リスクと機会に関する考え方は金融機関によっ
て大きく異なる。多様なインセンティブ・動機
を持つ投資家の間でも状況は同じだ。

例えば、10 年単位のリターンを重視するソブ
リン・ウェルス・ファンドや年金基金、そして
保険会社・再保険会社などは、海洋化学汚染が
もたらす長期的な財務・法規制・評判リスクを
重視する傾向が強い。

一方、資産運用会社・金融仲介機関の場合は、
サステナビリティ関連要因を重視する度合いが
顧客の意向によって大きく左右される。優れた

“  気候変動の問題が主要テーマであることは変わらないが、
他の環境リスクも考慮に入れた “ネイチャー・ポジティブ”
投資が広まりつつある ”
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運用パフォーマンス * を理由に、ESG 投資の人
気は高まりつつある 19。しかし ESG 関連ファ
ンドの運用益が減少すれば、資金流入の低下に
つながる恐れもあるだろう。

投資規模ゆえに、こうしたサブセクターが及
ぼす影響は大きい。しかしサステナビリティ投
資の分野で最も積極的かつ革新的な取り組みを
進めているのは小規模プレーヤーだ。特に環
境・社会的インパクトと経済的リターンの両立
を目指すインパクト投資家や、民間投資家と開
発銀行・慈善団体の資金を組み合わせたブレン
ド・ファイナンスは、依然として黎明期にある
ブルーファイナンスの牽引役となっている。

ブルーボンドは既存の債券と同じく、購入時
に発行者へ資金を提供し、保有期間に応じて利
息を受け取る仕組みだ。2020 年時点で 1.1 兆
ドル（約 140 兆円）の市場規模を持つ 20 グリー
ンボンドをモデルとして開発されたもので、資
金用途は海洋環境の改善に限られている点が通
常の債券と異なる 21。

ブルーボンドが債券市場に占める割合は依然
として小さいものの、世界各地で活用が進んで
いる。例えばセーシェル政府は 2018 年に世
界初のソブリン・ブルーボンドを発行し、持続
可能な漁業セクターの実現に向けた取り組みに
1500 万ドル（約 20 億円）を調達 22。翌年に
は Nordic Investment Bank［北欧投資銀行］が、
ブルーボンドを通じてバルト海の環境回復プロ
ジェクトに 2 億ドル（約 260 億円）の資金を
調達している 23。

最近では、アジア開発銀行が『Action Plan 
for Healthy Oceans and Sustainable Blue 
Economies』［海洋環境・資源保全のための行動
計画］を発表。2019 〜 2024 年を通じて、持続
可能なブルーエコノミーの実現を目的とした 50
億ドル（約 6600 億円）規模の投資・技術支援
を提供する 24。また 2021 年 9 月には、第一生
命・明治安田生命に対し、3 億ドル（約 400 億
円）相当のブルーボンド（オーストラリアドル・
ニュージーランドドル建て）を発行。調達した資
金は、「生態系回復や天然資源管理、持続可能な
漁業・養殖産業の育成、サンゴ礁の保護、循環型
経済・海洋再生可能エネルギーや環境配慮型港湾・
海運業の推進などを通じた海洋環境の保全」など
のプロジェクトに投資される予定だ 25。

ブルーボンドを活用した取り組みは増加しつ
つあるものの、投資規模が限られ、政府・国際
機関のプロジェクトに大きく依存するという
課題は依然として解消されていない。海洋汚染
ゼロの実現に向けた大規模プロジェクトを推進
するためには、メインストリームの民間投資機
関による関与拡大が不可欠だろう。

一方、サステナビリティ分野の取り組み成果
と連動して優遇金利が提供される “サステナビ
リティ・リンク・ローン” を通じた資金調達に
取り組む化学メーカーもある。例えば DSM は
2018 年、排出ガス削減プロジェクトの推進に
向けて 10 億ユーロ（約 1400 億円）のクレ
ジットラインを確保した 26。また社債発行も有
効な手段だ。2020 年には BASF がサステナビ
リティ戦略の推進を目的とし、（同社が業界初と
謳う）10 億ユーロ規模の社債を発行 27。Blue 
Natural Capital Financing Facility［ブルー
自然資本金融ファシリティ］によると、グリー
ンボンドの仕組みにはブルーボンド普及に向け
て参考となる点が多いという 28。

“  海洋汚染ゼロの実現に向けた大規模プロジェクトを
推進するためには、メインストリームの民間投資
機関による関与拡大が不可欠だろう ”

* ESG 投資のパフォーマンスについては、専門家の間でも様々な見方がある
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ブルーファイナンス分野のイノベーションを
加速させるためには、標準規格・ガイドライン
の強化が不可欠だ。現在この分野ではいくつか
の取り組みが進められており、海洋化学汚染の
認知度向上・投資拡大に大きな影響を及ぼす
可能性がある。

特 に 注 目 に 値 す る の は、400 の 民 間 金 融
機関（銀行・投資機関・保険会社など）との
連携を通じたプログラム 国連環境計画 金融
イニシアティブ［UNEP Finance Initiative ＝
UNEP FI］だ 29。同イニシアティブは 2018
年、「銀行・保険会社・投資機関を対象とした
世界初のブルーエコノミー投資枠組み」とし
て、『Sustainable Blue Economy Finance 
Principles』［サステナブル・ブルーファイナ
ンス原則］を発表 30。海と密接な関連性を持つ
五つの分野（水産・港湾・海運・沿岸部と海洋
ツーリズム）を対象とする実践的ガイドライン
を提供している 31。また現在は、その他のセク
ターに向けた新たなガイドラインも作成中だ。

一 方、 国 連 グ ロ ー バ ル・ コ ン パ ク ト の
『Sustainable Ocean Business Action 
Platform』［持続可能な海洋アクション・プラッ
トフォーム］も様々な原則を打ち出している。
特に力を入れているのは、海洋環境への廃棄物

（特にプラスチックごみと農業排水・排水から
の栄養素）の流出防止だ。同イニシアティブの
Giercksky 氏によると、国連グローバル・コン
パクトはこれらの原則を環境報告の仕組みとし
て活用すべく、大手投資機関との連繋を進めて
いる。将来的には参加機関を通じ、投資先企業
に同原則を活用したサステナビリティ報告を
浸透させることを目指している。「数年内には、
海洋環境回復に向けた取り組みの “ゲームチェ
ンジャー” になるかもしれない」というのが
同氏の見方だ。

「企業は持続可能な海洋原則に沿って事業活動
を行い、株主・市場の期待に応えることを求めら
れている。より公正な市場環境を整えるための規
制強化はもちろん必要だ。だが、規制が整備さ
れる間に企業が実行できる取り組みもある。政
府の施策を待つのではなく、企業が率先して原
則を取り入れれば、より円滑な普及につなげる
ことができるだろう」と Giercksky 氏は指摘する。

化学セクターで活用が加速するサステナビリティ・リンク・ローン

グリーンファイナンスの牽引役 

サステナビリティ・リンク・ローンを活用するヨーロッパ・アジア化学メーカーの例

企業名	 金額	 優遇金利の指標

DSM	 10億ユーロのクレジットライン	 温室効果ガスの排出量

Indorama Ventures	 1億ユーロ・1億ドルの融資	 総合的な環境パフォーマンス

Kemira	 ４億ユーロのクレジットライン	 総合的な環境パフォーマンス

Solvay	 20億ユーロのクレジットライン	 温室効果ガスの排出量

Stora Enso	 60億スウェーデンクローナのグリーンボンド	 総合的な環境パフォーマンス

“  ブルーファイナンス分野のイノベーションを加速させる
ためには、標準規格・ガイドラインの強化が不可欠だ ”

資料： Chemical and Engineering News (2019年)
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7.3 進化を阻む要因：認知度・インセンティブ
不足の問題

認知度・データの不足

投資家は、海洋化学汚染の対策やその推進要因
について十分理解していない。Aviva Investors
の Eugenie Mathieu 氏によると、「投資家の
間では、化学汚染対策の優先度が必ずしも高く
な い 」 と い う。UNEP FI の 統 括 責 任 者 Eric 
Usher 氏もこの見方に同意し、「ブルーエコノ
ミー全体に関する金融セクターの理解は十分進
んでおらず、認知向上の取り組みも依然として
道半ばにある」と指摘する。

海洋化学汚染を巡るこうした状況には、2000
年代中期の気候変動と重なる点が多い。保険
会社 Allianz と世界自然保護基金［WWF］は
2005 年、気候変動が金融セクターにもたら
す機会とリスクを検証した報告書『Climate 
Change & the Financial Sector：An Agenda 
for Action』［気候変動と金融セクター：行動
に向けたアジェンダ］を発表したが、その序文
では「気候変動は現実に存在し、進行しつつあ
る問題だ」と強調している。15 年後の世界で、
もはや常識となっている問題の存在自体を指摘
しなければならないほど、理解は進んでいな
かったのだ 32。海洋化学汚染に対する金融セク
ターの認知度を、現在の気候変動のレベルまで
高めなければ、問題の克服は難しいだろう。

認知度不足は、化学汚染の影響だけでなく、
汚染源となっているセクター・企業の問題に
も及んでいる。Mathieu 氏によると、「影響が
特に深刻な企業の特定につながるデータも不足

している」という。「企業による（海洋環境の）
汚染度や、その解消に向けた取り組みを評価
するランキングを発表すれば、大きな効果を上
げるだろう。投資家は、環境規制違反に関する
企業のランキングにも高い関心を示すはずだ。」

一方、OECD のシニア・エコノミスト Ivan 
Haščič 氏は、「自然資本や持続可能な海洋環境
が市民にもたらすメリット、環境・資源面での
海洋経済の生産性といった分野でのデータ不足
は特に深刻だ」と指摘する。

業績改善と環境対策

汚染対策を推進する上でもう一つの足かせと
なっているのは、（ESG 投資の普及にも関わら
ず）投資家の間でサステナビリティの優先度が
低い現状だ。特に化学セクターではこの傾向
が顕著に見られる。過去数十年にわたって莫大
なリターンをもたらしてきた同セクターだが、
2018 年以降は不安定な業績が続いており 33、
アクティビスト投資家がコスト削減と成長
加速に向けた圧力を高めている 34。また 2021
年以降は、収益拡大とポストコロナ時代に
向けた新製品開発の必要性を背景とした 35M&A
も加速しつつある。こうした環境の下、化学セ
クターの上場企業は、サステナビリティよりも
コスト効率を優先せざるを得ない状況に置かれ
ているのだ。

同セクターで進む企業形態の変化もこうし
た傾向を後押ししている。上場企業が化学品・
石油化学分野の収益に占める割合は 2000 年
時点で 52％に上っていたが、2017 年には
37％まで減少。一方で、国営企業が占める
割合は同時期に９％から 26％まで拡大して
いる 36。新たな ESG 規則は主に上場企業を
対象としているが、国営企業の増加は必ずしも
悪い傾向とは限らない。国営企業は民間企業と
比べ、環境パフォーマンスの平均値が高いこと

“  海洋化学汚染に対する金融セクターの認知度を、
現在の気候変動のレベルまで高めなければ、問題
の克服は難しいだろう ”
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化学セクター

MSCI ワールド・インデックス

-1.6%

10年
2010年1月ー2019年12月

５年
2015年1月ー2019年12月

３年
2017年1月ー2019年12月

２年
2018年1月ー2019年12月

10.1% 9.4% 13.2% 8.6%

6.9%8.0% 7.7%

化学セクターの収益は 2018 年以降減少傾向が継続

資料： The state of the chemical industry—it is getting more complex, McKinsey & Company (2020年11月).  
参照： https://www.mckinsey.com/industries/chemicals/our-insights/the-state-of-the-chemical-industry-it-is-getting-more-complex

化学セクターは、世界平均
を上回る株主総利回りを
長年実現してきたが、過去
数年は減速傾向にある

株主総利回り［TSR］（％・2001 年 1 月を 100 とした場合の指数）

株主総利回り［TSR］（複合年間成長率・％）

が、バージニア大学ダーデン・ビジネススクー
ルの研究によって明らかとなっている。ただし、
こうした傾向には地域差があること 37、そして
環境に対する企業オーナー・投資家の意識が急
速に変わるわけではないことには留意すべきだ。

プラスチック・ポリマー産業への投資動向が
示す通り、サステナビリティ・リーダーを自負
する大手銀行ですら、同セクターの汚染問題
を深刻に捉えていない。例えば、Barclays・
HSBC・Bank of America な ど 20 の 銀 行 は
2011 年以来、使い捨てプラスチックの生産
能力拡充に約 300 億ドル（約 4 兆円）もの
融資を行っている 38。Mindaroo Foundation

［ミンダルー基金］の『Plastic Waste Maker's 
Index』［プラスチック廃棄物指数］によると、

「20 の機関投資家が保有するポリマー・メーカー

親会社の株式は 3000 億ドル（約 40 兆円）を
上回る規模に達している」という 39。

こうした現状を考えれば、海洋汚染ゼロへの
移行が実質的利益をもたらす、あるいは現状容認
のリスクが深刻化するまでは、大規模投資の実現
は難しいだろう。将来的な方策をリスクとリター
ンの観点から考える必要があるのはそのためだ。

「汚染リスクの深刻化、あるいはトランジ
ション・ファイナンスの収益化が進まなければ、
移行実現に向けた枠組みは効果を発揮しないだ
ろう」と指摘するのは、Global Ocean Trust
の創設者 Torsten Thiele 氏。「規制が有効な
手段となるのは確かだが、民間セクターの投資
意欲も変革推進に欠かせない。」
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7.4 取り組み加速に向けた方策：移行リスク
の軽減とイノベーションのリターン拡大

移行リスクの軽減

上述の通り、政策担当者・経営者・投資家の間
では、海洋化学汚染に対する理解不足が目立つ。
そのため、汚染やその対策が金融セクターにも
たらすリスク、法規制・市場環境に生じる変化
については明確な見通しが立たないのが現状だ。

ただし第３章で取り上げたように、海洋化学
汚染と気候変動には密接な相関関係が見られ、
化学セクターに求められる変革には気候変動と

類似する点も多い。気候関連分野の取り組み
とその影響を検証することで、海洋汚染ゼロへ
の移行に伴うリスクをある程度予想することが
できるだろう。

TCFD は気候関連リスクを大きく二つのカテ
ゴリーに分類している：

	○ 低炭素経済への移行に伴うリスク：規制変
更や訴訟、イメージ低下、市場環境の変化

（特定製品の需要減少など）、新たなテクノ
ロジーの導入コストがもたらすリスクなど

	○ 気候変動に伴う物理的リスク：気温・海水
面上昇などの慢性変化や、洪水・山火事の
頻発化・深刻化などの急性変化 40

ともすれば見落とされがちだが、サプラ
イチェーン全体で排出される温室効果ガス

上場企業が化学セクターの収益に占める割合は減少傾向

資料： UNEP. Global Chemicals Outlook II, Part 1, p. 37.

“  政策担当者・経営者・投資家の間では、海洋化学汚染に
対する理解不足が目立つ。そのため、汚染やその対策が
金融セクターにもたらすリスクについては明確な見通し
が立たないのが現状だ ”

化学セクターで進む業界構造の変化：各企業形態が収益に占める割合 2000 〜 2017 年
（Cayuela and Hagan ［2019 年］より抜粋）

2000年 2017年

18%

34%

31%

9%
9%

21%

16%

22%

15%

26%

国営企業 総合型石油ガス化学会社

石油化学会社（非上場） 石油化学会社（上場）

素材メーカー（上場）
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深刻化する化学セクターの環境リスク・エクスポージャー 

 資料： S&P Global Ratings, ESG Industry Report Card: Chemicals

［Scope ３］がもたらす財務リスクは、化学
セクターにとって特に深刻だ。同セクターは、
原料・製造過程におけるエネルギー消費の両方
で化石燃料に大きく依存しており、原油価格が
高騰すれば大きなあおりを受けるからだ。化学
製品のユーザーであるバリューチェーン川下
の企業も状況は同じだ。消費財・工業製品は

Scope ３の大きな発生源となっており、Scope
１・２* の削減に取り組むこれらの企業は、
CO2 排出量の多い化学物質の使用を今後避ける
だろう。また焼却・分解によって化石燃料ベー
スの化学物質から大量の CO2 が発生する処分・
廃棄段階も大きな課題だ 41。

例えば化学セクターの主要顧客である自動車
セクターでは、収益の約半分（化学セクターの
収益 1100 億ドル［約 14.8 兆円］に相当 42）
を Scope ３の削減目標対象が占めている。

“  海洋化学汚染と気候変動には密接な相関関係が見られ、
化学セクターに求められる変革には気候変動と類似する
点も多い ”

相対的環境リスク・エクスポージャー（質的評価）
温室効果ガス・廃棄物・汚染・土地利用

* Scope １：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出 ( 燃料の燃焼、工業プロセス ) 
  Scope ２ : 他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出



© Economist Impact 2022

21海洋化学汚染と企業が果たすべき役割：『海に忍び寄る新たな危機』第７章

この現状を考えれば、化学セクターによる
ネットゼロの実現には莫大な投資と、様々な
課題の克服が必要だ。大手石油化学メーカー
から多角経営を行う複合企業、小規模の特殊
化学品メーカーまで、化学セクターには多種
多様な企業が存在している。またその製品
は、ほぼ全てのセクターで利用されているため、
環境関連リスクへのエクスポージャーを一つの
相対的基準・シナリオに基づいて理解すること
は事実上不可能だ 43。

対 策 の 複 雑 さ と 莫 大 な コ ス ト も 相 ま っ
て、具体性のある移行プランを掲げる大手化
学メーカーはほとんど見られない 44。脱炭素
化後の化学セクターの姿や、そこに至るまで
の道筋は、依然として明確になっていないの
だ。ただしこうした現状にも変化の兆しはあ
る。例えば WBCSD は、大手化学メーカー５社

（AkzoNobel・BASF・DSM・Solvay・住友化学）
との連携を通じ、TCFD 提言への対応法につい
て検証中だ。これらの企業は、移行リスクを（少
なくとも短・中期的に）最も重大な経営課題と
考えている 45。

Scope ３排出量は化学セクターのカーボン・フットプリントの大きな割合を占めている 
化学セクターの温室効果ガス排出量と目標値
この表は、化学メーカー 10 社による 2019 〜 20 年の温室効果ガス排出量を示している。いずれの企業も温室効果ガスの排出量を公表
し、Science Based Targets Initiative［SBT イニシアティブ ＝ SBTi］を通じた 2030 年までの CO2 削減目標を掲げている。温室
効果ガスは Scope1（直接排出）・Scope ２（エネルギーの使用）・Scope ３（サプライチェーン）に分類されている。多くの企業は、
Scope1・2 の排出量を合算した目標を設定し、Scope ３に関しては独立した目標値を掲げている。

資料： Industry tightens emissions reduction targets, Angeli Mehta, Chemistry World (2021年7月) 
参照： https://www.chemistryworld.com/news/industry-tightens-emissions-reduction-targets/4013930.article

データは10社のScope1・2・３排出量とSBTi目標値を示している（後者に関してはScope1・２のみの場合もあり）。うち5社に
関しては、2030年までの達成を目指す比較可能なScope３目標が公表されていないことに留意いただきたい。

0

総排出量（単位：100万トン［CO2換算］）

Scope１・２（2019・20年）

Scope１・２（2030年までの目標）

Scope３（2019・20年）

Scope３（目標）

5 10 15 20 25 30 35 40

Scope１           Scope２            Scope１・２（目標）             　　Scope３（目標なし）

Scope３（目標を設定した企業）             　　　　削減分

12.9 3.6

12.1 4.5

20.5 10.0 8.2

20.5 18.3
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 化学セクターが直面する移行リスクの多くは、
他の業界と共通するものだ：

	○ 政策・法規制：報告義務の厳格化、既存製品・
サービスに対する義務・規制の強化、訴訟
の可能性

	○ テクノロジー：低汚染製品・サービスへの
移行、新規製品・サービスの開発失敗に
伴う損失、低環境負荷技術の導入に伴う
コスト

	○ 市場：消費者行動の変化、市場シグナルの
不確実性、原材料コストの上昇

	○ 評判：消費者嗜好の変化、業界イメージの
悪化、ステークホルダーの懸念・批判の高
まり 47 

気候変動リスクは投資家にとって極めて
重要な要因だ。しかし UNEP-WCMC の Matt 

Jones 氏によると、TNFD や新たな EU タク
ソノミー規則の影響によって自然関連リスクに
注目が集まっている。その結果、汚染（あるい
は海洋汚染ゼロへの移行）に伴うリスクの重
要性も高まりつつあるという。同氏のチーム
は、ポートフォリオにおける自然資本リスクの
数値化を可能にするウェブベースの評価ツール
Encore を 開 発。ESG デ ー タ の 提 供 機 関 と、
自然ベースのエクスポージャー・リスクを数値
化するためのノウハウ共有を進めている。

「入手可能なデータの量には分野ごとのばらつ
きがあり、取り組みは必ずしも容易でない」と
同氏は語る。「だが自然資本の損失とリスクの
深刻化が顕著な地域が特定可能となったことで、
金融関係者の注目も高まりつつあり、大きな
インパクトをもたらしている」という。

気候変動対策と汚染対策

アクティビスト・グループの ShareAction は 2021 年９月、化学セクターに対するキャンペーンを立ち上げた。
同グループによるリサーチの結果、脱炭素化に向けた同セクターの移行計画が遅々として進んでいないことが明
らかとなったためだ 46。研究内容を示す報告書によると、同セクターでは化石燃料ベースの七つの化学原料 * が
排出される CO2 の 70％を占めているという。再生可能エネルギーへの移行と共にその削減・廃止を進めれば、
CO2 を劇的に削減し、脱炭素化への道筋を明確に示すことができるというのが ShareAction の考えだ。

化学セクターがこの取り組みを進めれば、他の汚染問題の解消にもつながるのだろうか？グリーンケミストリー
経済評議会のエグゼクティブ・ディレクターを務めるマサチューセッツ大学ローウェル校の Joel Tickner 教授は、

「脱炭素化の取り組みが重要なことは間違いないが、同じプラットフォーム上で同じ化学物質が製造される限り、
有害性の問題は解消しない」と指摘する。

同セクターが気候変動や汚染、財務上の問題を克服するためには、新たなイノベーション・システム・ビジネス
モデルの活用を通じた抜本的な変革が不可欠だろう。

* アンモニア・メタノール・エチレン・プロピレン・ベンゼン・トルエン・キシレン
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移行に向けた取り組みの現状
海洋汚染ゼロに向けた業界規模の取り組みは
遅々として進んでいない。だが、化学セクター
が既に様々な移行リスクに直面していることは
動かざる事実だ。特に次のような事例が今後増
加する可能性は高い：

規制リスク

	○ 英国の水道会社 Southern Water は 2021
年、未処理排水の海洋放出など 6971 件の
違反行為を認め、9000 万ポンド（約 145
億円）の罰金を課された。一方、South 
West Water も、英国の水道会社の中で
最も深刻な汚染源として非難を浴びている

（Southern Water は２位）48。だがこう
した事例には “怪我の功名” となる側面も
ある。後者のケースでは、オーストラリア
の Macquarie Group が 2021 年に South 
West Water の過半数株式を取得。同社の
サステナビリティ向上に向け、10 億ポンド

（約 1680 億円）規模の投資を行う意向を明
らかにしている 49

	○ ３Ｍは 2021 年 10 月、近隣住民への影響
を懸念するベルギー政府の要求を受け、ズ
ワインドレヒトにある工場での PFAS の
生産を停止した

法規制リスク

米国の裁判所は大手化学メーカー数社へ、汚染被
害者に対する巨額の賠償金支払いを命じている。

	○ DuPont と そ の 子 会 社 は 2021 年、 長 年
の PFAS 使用に対する複数の訴訟を受け、
合計 40 億ドル（約 5360 億円）の賠償金
支払いで和解 50。数ヶ月後にも、同タイプ
の化学物質による汚染について罰金を課さ
れた 51

	○ テキサス州を拠点とする石油化学メーカー
Formosa は 2019 年、 プ ラ ス チ ッ ク・

ペレットなどの汚染物質を沿岸地域に放出
したとして 5000 万ドル（約 67 億円）の
罰金支払いを命じられた 52

	○ DuPont・３Ｍはジョージア州における
PFAS の使用を巡り、追加罰金を課される
可能性がある 53

	○ 中国政府は 2015 年、汚染規制に違反した
企業の NGO による訴訟を奨励する意向を
表明。その後、複数の化学メーカーが起訴
されている 54。例えば江蘇省では 2018
年、学校近隣地域の土壌を汚染したとして、
化学メーカー３社が謝罪と賠償金の支払い
を命じられた 55。

金融リスク

	○ 総額 4.1 兆ドル（約 550 兆円）の資産を
管理する投資家 23 名は 2021 年 12 月、
ChemScore の 対 象 企 業 50 社 に 書 簡 を
送り、“高懸念物質” の生産量に関する情報
公開を求めた 56。

	○ 英国のヘッジファンド Bluebell Capital は、
ベルギーの化学メーカー Solvay が水銀・
ヒ素・アンモニア・窒素・ホウ素を含む
排水をイタリア・ロジニャーノ近隣の工場
から放出したとする声明を発表。Solvay
はイタリアの環境基準に沿う形で処理を
行ったと主張しているが、Bluebell は同社
の ESG 目標に反するとしてこの行為を批判
している 57。

メリット実現に向けた取り組み

今回取材を行った金融関係者の多くは、海洋
汚染ゼロの実現が（リスクだけでなく）大きな
投資機会になるという見方を示している。移行
がもたらす機会を検証する上で有用な参考事例
となるのが、低炭素経済の実現に向けた取り
組みだ。同分野ではトランジション・ファイナ
ンスが急速に普及しており、（現在のところ気候
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変動が主流だが）海洋汚染に関する取り組みで
も重要な資金源となる可能性がある 58。

また WBCSD と共に TCFD 適用に向けた取り
組みを進める五つの化学メーカー（AkzoNobel・
BASF・DSM・Solvay・住友化学）は、低炭素
経済への移行により、資源活用の効率化、新製
品・サービスの開発、新規市場の開拓、多角化・
代替を通じたレジリエンス強化といったメリッ
トを享受することができると考えている。海洋

汚染ゼロに向けた取り組みでも、同様の機会が
期待できるだろう。

UNEP FI の Eric Usher 氏 に よ る と、 気 候
変動対策のファイナンスについては “リスクか
機会か” という二者択一にとどまらない議論が
行われているという。「リスク・機会の両方を
視野に入れ、ポートフォリオ全体をネットゼ
ロ経済に適合させる必要がある。多くの業界が
変革を経験しつつある中、金融機関は重要な
役割を担うはずだ。」

こうした機会を実現するためには規模の確保
が求められるため、資本プロジェクトや先進

環境インパクトと法令違反疑惑によって深刻化する Solvay のリスク

資料： Solvay Integrated Report 202059

“  低炭素経済の実現に向けた取り組みは、海洋汚染
ゼロへの移行がもたらす機会を検証する上で有用
な参考事例となる ”

深刻度*	 ステークホルダー	 リスク	 トレンド 
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	 地球環境	 環境インパクト　法令違反疑惑
	 地元コミュニティ

	 従業員	 事業の安全性
	 地元コミュニティ
	 サプライヤー

	 顧客	 気候変動
	 地元コミュニティ
	 従業員
	 地球環境
高い	 投資家

エマージング・リスク** 

	 顧客	 化学セクターの持続可能向上に向けた規制的枠組み　	
	 地元コミュニティ
	 従業員		  新たに台頭
	 地球環境
	 投資家

* 	深刻度：各リスクに関するインパクト・管理レベルの評価スコア（調査時点）に基づいて分類
** 	�エマージング・リスク：新たに台頭する、あるいは変化を遂げるリスク。将来的に考慮すべき長期的影響をもたらす可能性

がある
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テクノロジーの研究開発、サプライチェーン
再編などへの大規模投資が不可欠だ。2021 年
上半期に化学セクターで行われた M&A 案件の
平均規模は 2 億 5200 万ドル（約 337 億円）
と、過去数年を通じたパンデミックの影響にも
関わらず増加傾向にある 60。海洋汚染ゼロ実現
に必要な巨額の資金も、案件規模の拡大に影響
を及ぼしている可能性が高い。

Global Ocean Trust の Thiele 氏によると、
将来的にも需要が見込める有害製品とその製
造過程（海水の淡水化や抗生物質など）の特
定、それらの有害性軽減・無害化に向けた技
術開発や、新技術の活用に向けた資金ニーズ
は大きな投資機会となる可能性が高い。「移行
に伴う将来的ニーズを予測し、そうした分野

で投資を行うことで、大きな収益機会を創出
できる」という。

UNEP FI サステナブル・ブルーエコノミー・
ファイナンス部門の統括責任者 Dennis Fritsch
氏も、「投資家が興奮するのは投資機会。現状
維持がもたらすリスクにフォーカスするという
よりは、サステナブルかつ革新的な金融商品を
生み出すことが重要だ」と指摘する。

だが現在のところ、投資機会の規模は限られ
ているのが実状だ。「ブルーエコノミーの分野で
は、投資家が求める機会・規模・資金量に見合っ
た製品・サービスが供給されていない」と語る
の は、Greensquare Ventures の 共 同 創 業 者 
Valeria Ramundo Orlando 氏。「需給ギャップ

低炭素経済への移行が化学メーカーにもたらす機会

気候関連の取り組みが化学セクターにもたらす機会（WBCSD メンバー企業の開示情報を利用）

気候関連の機会

資料： WBCSD TCFD Chemical Sector Preparer Forum. Climate-related financial disclosure by chemical sector 
companies: Implementing the TCFD recommendations

資源効率	

•	� 資源効率の高い移動手段
•	� 資源効率の高い製造・流通プロセス
•	 リサイクル	
•	� 資源効率の高い建築物	
•	� 水消費量の削減

エネルギー源	

•	� 低環境負荷のエネルギー源	
•	� 政策的インセンティブ	
•	� 先進テクノロジー
•	� 炭素市場への参加
•	� 分散型発電への移行

市場

•	� 新規市場開拓	
•	� 民間企業向けインセンティブ	
•	� 代替資源の活用・資源の多角化

レジリエンス

•	� 再生可能エネルギープログラムへの参加・エネルギー
効率強化策の活用

•	� 新たな資産獲得・拠点確保に伴う保険需要

製品・サービス

•	� 低 環 境 負 荷 製 品 ・ サ ー ビ ス の
開発・市場拡大

•	� 気候変動適合策とリスク・ソリュ
ーションの開発 

•	� 研究開発・イノベーションを通じ
た新規製品・サービスの開発

•	 事業活動の多角化
•	� 消費者嗜好の変化
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は深刻だ。サステナブル・ブルーエコノミーの
分野では、1000 〜 1500 万ドル規模の投資機
会が多く見られ、リターン実績も確立されてい
る。しかし大手機関投資家から小規模投資家ま
で、多くの投資家が今求めているのは、投資・
プロジェクト規模がさらに大きい案件だ。」

化学分野における投資機会は存在するものの、
その数は未だ少ない。今後、同セクターの移行
を推進するためには、（資産運用会社のサステ
ナブル金融部門などに限らず）金融セクターが
業界全体として機会創出に取り組む必要がある
というのが Thiele 氏の見方だ。

プライベート・エクイティ、ベンチャー・キャ
ピタル、ブレンド・ファイナンスが果たす役割

化学製品の持続可能性向上と環境負荷軽減に向
けたイノベーションの担い手となるのは、大手
化学メーカーだけではない。グリーンケミスト
リー分野のスタートアップは、海洋汚染ゼロ
実現に向けた取り組みの重要な推進役となる
可能性が高い。

そしてこうしたプレーヤーによるサステナ
ブル・テクノロジーの開発には、プライベー
ト・エクイティやベンチャー・キャピタルの

資金が不可欠だ。プライベート・エクイティに
よる化学セクターへの投資は近年加速しており、
特殊化学品分野だけで 2021 年 6 月までの 1 年
間に 74 億ドル（約 9900 億円）の投資を行っ
ている 61。投資の全てがグリーンケミストリー
分野を対象としているわけではないが、こうし
た流れは変革の推進役としてプライベート・エ
クイティが持つ潜在力を示すものだ。また、ス
ウェーデンの金融機関 SEB のベンチャー・キャ
ピタル部門 Greentech が、同社初となるグリー
ン化学品分野への投資を 2021 年に行うなど、
同分野への投資には拡大の兆しも見られる 62。

マ サ チ ュ ー セ ッ ツ 大 学 ロ ー ウ ェ ル 校 の
Tickner 氏によると、大手化学メーカーは社内
で研究開発を推進するよりも低コストな手段と
して、グリーンケミストリー分野のスタート
アップ買収を進めている。出口戦略を考慮に
入れながら投資を行うことの多いプライベー
ト・エクイティやベンチャー・キャピタルに
とっても、この分野は魅力的な投資対象となる
はずだ。

民間主導の大規模投資は汚染ゼロの実現に不
可欠だが、海洋化学汚染の認知度は依然として
低く、問題解消に向けた取り組みも黎明期に
ある。サステナビリティと経済的な目標の両立
を目指すインパクト投資やブレンド・ファイ
ナンスなどのソリューションは、今後しばらく
重要な役割を果たすだろう。

グレートバリアリーフ周辺水域に流出する栄
養素・農薬・堆積物の削減に向け、適正な土地
管理を行う農家へインセンティブを提供する

“  化学製品の持続可能性向上と環境負荷軽減に向けたイノ
ベーションの担い手となるのは、大手化学メーカーだけ
ではない。グリーンケミストリー分野のスタートアップ
は、海洋汚染ゼロ実現に向けた取り組みの重要な推進役
となる可能性が高い ”
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オーストラリアの『Reef Credit Scheme』［サ
ンゴ礁クレジット制度］はこうした取り組みの
一例だ 63。HSBC をはじめとする金融機関や
ソブリン・ウェルス・ファンド、慈善団体など
が既にクレジットの購入を進めている 64。

ま た UNEP IF の Fritsch 氏 は、「 海 洋 環 境
では陸上とは異なった法規制・ガバナンスの
問題が生じることがある。そのためブレンド・
ファイナンスはブルーエコノミーと相性の良い
ソリューションだ」と指摘する。しかし「同

分野では、伝統的で単純な金融商品であるプ
レーンバニラ［plain vanilla］が金融取引の大
部分を占めて」おり、こうした金融商品が大き
な変革をもたらす可能性は現在のところ低いと
いう。

投資家主導の変革に向けた道筋

海洋汚染ゼロへの実現に向けた投資活動を推進
する上で重要な鍵を握るのは、問題の認知度
向上だ。化学セクターとそのバリューチェーン
が海洋環境へもたらす影響・リスクは、依然と
して投資家に十分理解されていない。

ESG 情報の開示に関する規則は、金融セク
ターにおける問題の認知に大きな役割を果たす。
TNFD や EU タクソノミー規則などを背景に、
自然災害がもたらす影響・リスクが取り上げら
れる機会が増えていることは、投資家の関心を
高める上でプラスだろう。

“  海洋汚染ゼロの実現に向けた投資活動を推進する上
で重要な鍵を握るのは、問題の認知度向上だ。化学
セクターとそのバリューチェーンが海洋環境へもた
らす影響・リスクは、依然として投資家に十分理解
されていない ”

投資家主導の対策に向けたロードマップ

1.	  ESGガイドラインの強化：特に TNFD など自然関連の枠組みに関して

2.	  データの拡充と質向上：特に企業が海洋化学汚染に及ぼす影響と、移行リスクへのエクスポージャーに関して

3.	  投資家が直面するリスクの明確化：気候関連リスクの分野におけるこれまでの取り組みは、重要な参考事例
となるはずだ

4.	  金融セクター・投資家の連携：トランジション・ファイナンスの機会特定と、大規模案件への資金需要に
関する需給ギャップの解消

5.	  プライベート・エクイティの関与とM&A活動の加速：グリーンケミストリー分野のスタートアップによる
イノベーションの推進には不可欠だ
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第６章で論じたように、化学セクターは環境
負荷を減らし、製品の製造・消費にまつわる
温室効果ガスを劇的に削減する必要性に迫られ
ている。この分野での取り組みは、海洋汚染の
解消に必要な方策の重要な示唆となるだろう。

リスクと共に大きな機会が待ち受けている
という点では投資家も同じだ。海洋汚染対策の
分野で見られる資金の長期的需給ギャップを

解消しながら利益化を図るため、金融セクター
と投資家は連携を強化する必要がある。問題
の大きさを考えれば、求められる投資の規模
は極めて大きい。しかし Wood Mackenzie
の中間体・ アプリケーション部門統括責任者 
Guy Bailey 氏が指摘するように、「サステナ
ブル投資の優れた長期リターンを金融機関が
実感すれば、資金の流れは自ずから加速する」
はずだ。
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本報告書に記載された情報の正確を期すために、 あらゆる努力を行って
いますが、エコノミスト・インパクトは第三者が本報告書の情報・見解・
調査結果に依拠することによって生じる損害に関して一切の責任を負わ
ないものとします。
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